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高崎市社会就労センターセルプ楽間指定管理業務仕様書 

 

１ 施設の概要 

（１）名称及び所在地 

①名 称 高崎市社会就労センターセルプ楽間（以下「セルプ楽間」という。） 

②所在地 高崎市楽間町９番地１ 

（２）設置目的 

セルプ楽間は、高崎市就労継続支援施設設置及び管理に関する条例（平成２２年高

崎市条例第３７号）第２条に規定する障害者に就労の機会を提供するとともに、生

産活動を通じ、その知識及び能力の向上を図り、もって障害者が自立した日常生活

を営めるようにすることを目的とする。 

（３）建物の内容 

  鉄骨造平屋建て、敷地面積 2,770.50 ㎡、建築面積 515.58 ㎡、建築延べ面積 515.58 

   ㎡ 

（４）施設の内容 

１ 食堂兼集会室 ４ 相談室 

２ 作業室 ５ 事務室 

３ 静養室 ６ 倉庫 

（５）休所日及び開所時間 

① 休 所 日：日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）に規定する休日（以下「休日」という。）及び１２月２９日から

翌年１月３日まで（休日を除く。） 

② 開所時間：午前８時３０分から午後５時１５分まで 

※休所日及び開所時間については、利用者の利便性を考慮し、市長の承認を得たとき

は、これを変更することができる。また、利用時間（利用者が施設を利用できる時

間をいう。）については、協議の上定めるものとする。 

 

２ 運営の基本的な考え方 

（１）実施事業の基本方針 

① セルプ楽間は、利用者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営む

ことができるよう、通所により、就労の機会の提供又は生産活動の機会の提供

及び社会との交流の促進を図るとともに、日常生活に必要な便宜の供与を適切

かつ効果的に行うものでなければならない。また一般就労に必要な知識能力が

高まった者は一般就労への移行に向けて支援をする。 

② セルプ楽間は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に当該利用者の立場に

立って就労継続支援（Ｂ型）その他のサービスの提供に努めなければならない。 

③ セルプ楽間は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する
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等必要な体制の整備を行うとともに、その職員に対し、研修を実施する等の措

置を講ずるよう努めなければならない。 

（２）管理運営の基本方針 

  ① 当該施設の効用を最大限に発揮し、利用者の福祉を積極的に増進すること。 

  ② 就労継続支援施設としてのサービス水準を維持することを基本に、指定管理者

が自らの提案によって、更なるサービスの向上を図ること。 

  ③ 利用者の平等な利用を確保すること。 

  ④ 利用者の健康状態の把握に努め、疾病の早期発見や健康の維持増進に努めるこ

と。 

  ⑤ 管理業務を行う上で知り得た個人情報の保護を徹底すること。 

  ⑥ 効率的な運営に努め、管理経費の縮減、工賃収入の向上に努めること。 

  ⑦ 施設内におけるトラブル等の対応 

  ⑧ 防犯並びに防災その他緊急時の対策について適切な措置を行うこと。 

  ⑨ 市の環境方針に従い、事業運営、管理の範囲において環境に配慮すること。 

  ⑩ 障害者団体、支援ボランティア団体等と連携を図るとともに、利用者及びその家

族等の意見、要望を聞くための取り組みを行い、その意見に配慮するとともに、要

望、苦情に対応する体制の整備を図ること。 

 

３ 管理の基準 

（１）関係法令の遵守 

業務の遂行に当たっては、次の関連する法令等の内容を十分に理解し、法令の規

定に基づいた運営を行うこと。 

・地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

・身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号） 

・知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号） 

・発達障害者支援法（平成１６年法律第１６７号） 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号） 

・個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

・フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成１３年法律第６４

号） 

・高崎市就労継続支援施設設置及び管理に関する条例（平成２２年高崎市条例第

３７号）及び同条例施行規則（平成２３年高崎市規則第３５号） 

・高崎市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年高

崎市条例第１号）及び同条例施行規則（平成１７年高崎市規則第６１号） 

・高崎市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年高崎市条例第３９号） 

・高崎市行政手続条例（平成１１年高崎市条例第３号） 

・高崎市情報公開条例（平成１４年高崎市条例第４２号） 
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・高崎市暴力団排除条例（平成２４年高崎市条例第７２号） 

・その他の関係法令 

（２）守秘義務 

指定管理者は、セルプ楽間の管理運営を行うに当たり、業務上知り得た内容を第

三者に漏らしたり、自己の利益のために使用してはならない。なお、指定管理期

間が終了した後も同様とする。 

（３）職員配置等 

  ア 職員配置 

    施設の職員配置は、次により行うこととする。なお、時間による交代制をとる場

合には、引継ぎ等が十分に行われ、業務に支障が出ないよう十分に留意すること。 

   ① 施設長 １名（常勤専任勤務とする。） 

   ② 指導員 ２名以上（１名は専任職員とする。） 

 イ 職員研修 

    施設の管理に必要な研修を実施し、平素から事業実施の内容について互いに研

究、検討を進めるとともに、事業目標を定め、サービスの向上に努めること。 

（４）業務の委託 

    指定管理者は、本業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

清掃、警備といった個々の具体的業務を委託する場合には、あらかじめ市の承認を

受けるものとする。また、委託した業務に関する監督責任は、指定管理者が負うも

のとする。 

 

４ 指定管理者が行う主な業務の内容 

（１）セルプ楽間の事業の実施に関すること。 

  ・就労継続支援Ｂ型計画の作成 

  ・生産活動その他の活動の機会の提供 

・就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練 

  ・健康管理 

  ・実習の実施 

  ・企業実習等への支援 

  ・求職活動の支援及び求人の開拓 

  ・就職後の職業生活における相談等の支援 

  ・相談及び助言等 

  ア 生産活動等の指導 

   ① 生産活動の機会を提供し、利用者が自立した日常生活及び社会生活を営むた

めに必要な指導を行う。 

   ② 生産活動等は、利用者が主体的かつ意欲的に取り組める作業内容とすること。 

   ③ 生産活動等により得られた収入は、必要経費を除き利用者個々の作業量に応

じて、全て賃金として支払うこととし、支給日は毎月定めて行うものとする。 
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   ④ 就労を希望する利用者に対しては、企業就労などについて面接相談を行い、必

要に応じて関連機関とともに支援する。 

 イ 生活支援 

   ① 自立した生活を送るために必要な、日常生活における基本的な動作の指導訓

練を行う。 

   ② 集団生活への適応訓練を行う。 

   ③ 日常生活における利用者又は保護者の相談に応じ、適切な対応を行うこと。 

   ④ その他に自立生活に必要な指導訓練を行う。 

（２）利用料金の徴収（消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度 ）の対応を

含む）、減免及び還付に関すること。 

・施設の利用料金の徴収を行うこと。 

・消費税の適格請求書等保存方式（以下「インボイス制度」という。）に基づく適

格請求書（以下「インボイス」という。）の交付及び保存等を行うこと。（インボ

イス制度の詳細は、国税庁ホームページ「インボイス制度」を参照。） 

・利用料金の減免及び還付は、設置管理条例及び設置管理条例施行規則の規定に 

基づき、適正に処理すること。 

（３）セルプ楽間の利用手続、利用の中止に関すること。 

    指定管理者は、セルプ楽間の利用について、高崎市就労継続支援施設設置及び管

理に関する条例（以下「設置管理条例」という。）第５条の規定に基づく利用者と

契約を締結しなければならない。 

（４）セルプ楽間の施設及び設備の維持管理に関すること。 

  ア 保守管理業務  

   ① 施設保守業務 

     施設の性能及び機能を維持し、サービスの提供やその他の各種業務が安全か

つ快適に行われるよう、各種法令等に基づき、施設に設置されている空調設備、

自動ドア、消防設備及び施設に設置されている各種設備について、運転、監視、

点検、保守等を実施するとともに、その記録を作成すること。 

    ・空調設備等保守点検業務 

    ・電気設備保安業務 

    ・電気設備保守点検業務 

    ・自動ドア保守点検業務 

    ・消防設備保守点検業務 

    ・非常照明設備保守点検業務 

    ・給排水設備保守点検業務 

    ・樹木保守管理業務 

    ・害虫駆除業務 

    ・その他設置設備については、関係法令の定めにより点検を実施すること。 

    ・点検等により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合、又は設備の
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機能に支障を及ぼすと考えられる場合には、市に報告するとともに、適切な方

法（補修、交換、整備、調整等）により対応すること。 

    ・空調設備機器及び冷凍冷蔵機器等においては、フロン類の使用の合理化及び管

理の適正化に関する法律（平成１３年法律第６４号）に基づき点検、報告を行

うこと。 

   ② 巡回警備業務 

     セルプ楽間の施錠確認、火気点検、不審者対応、盗難等の予防保全に努め、緊

急時には関係連絡先への通報連絡を行う。 

   ③ 機械警備業務 

   ④ 清掃業務 

     セルプ楽間の日常清掃、定期清掃、ガラス清掃及び特別清掃を行うこと。また、

業務に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理すること。 

   ⑤ 空調機器操作管理業務 

     セルプ楽間の冷暖房設備・空調及び換気設備・給排水衛生設備、その他これに

附帯する各設備の保守、運転管理及び監視・記録・巡視等を行うこと。 

   ⑥ 備品等の管理 

     事務用備品について、運営に支障がないよう保守管理を行い、破損、不具合が

生じた場合は、市へ報告すること。 

   ⑦ 修繕業務 

     施設及び設備における軽微な修繕については、基本協定書の定めるところに

より指定管理者が行うこととする。なお、大規模な修繕が必要な場合には、市と

協議することとする。 

 イ 施設及び設備更新工事 

施設及び設備の維持及び安全性を確保するため、大規模なものに限り、市の負担

により更新工事を実施する。指定管理者は、更新工事に必要な経年劣化の状況、

部品交換の必要性について、市に協力し、情報提供等を行い、工事に必要な日程

調整及び確保を行うこと。 

  ウ 施設の保険等 

  ① 施設の保険 

    施設の管理運営上、必要となる施設賠償責任保険に、指定管理者の責任において

加入することとし、この他の取扱については、基本協定書によるものとする。 

  ② 自動車保険 

    任意保険は、指定管理者の責任において加入すること。 

（５）指定管理者による自主事業 

・指定管理者は、施設の設置目的等に適合する範囲において、本施設を活用した自主

事業を独立採算により実施することができる。 

・自主事業を計画する場合は、本施設が公の施設であることに鑑み、市民が広く利用

できる公共性の高い内容のものとし、協定書の規定に基づき、あらかじめ市長の承
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諾を得ること。 

（６）セルプ楽間の管理運営に必要な業務に関すること。 

 ① 事業計画書及び収支予算書の作成 

② 事業報告書及び収支決算書等の作成 

③ 市等関係機関との連絡調整 

④ 各種統計資料の作成 

⑤ 業務に伴い作成し、受領する文書等の適正管理及び保存 

⑥ 職員研修の実施 

⑦ 安全対策、防災、避難訓練等の実施 

⑧ 新型コロナウイルス等感染症への対策及びこれに関する市の事業等への協力等 

⑨ 指定期間終了に当たっての引継ぎ業務 

（７）その他 

  ① 過去２年間の平均工賃収入を下回らないような事業運営を行うこと。 

  ② 事業運営の際には、過去２年間の平均利用者数を下回らないような事業運営を

行うこと。 

    

５ 現金取扱い事務に係る管理体制の整備 

指定管理者は、現金取扱い事務に関して、次に示す基準に基づき事務を実施するもの

とする。 

（１）職員体制に関する事項 

ア 指定管理者は、現金取扱い事務に当たって、複数の担当者による確認や管理責任

者による決裁を行うなど、確実な確認体制を整備すること。 

イ 指定管理者は、現金の受領、収入関係書類の作成、利用実績の作成、金融機関へ

の払込み等については、複数職員で役割分担して実施させるなど、職員間での相互

監視が機能する体制を整備するよう努めるものとすること。 

ウ 指定管理者は、現金取扱い事務の実施に当たって地域担当制を行っている場合

には、数年単位で担当地域を入れ替えるなどの措置をとること。 

エ 指定管理者は、現金取扱い事務が適切に行われるよう、職員の教育、研修等に努

めるものとすること。 

（２）領収証書等の管理に関する事項 

ア 指定管理者は、現金を収納したときは、連番で管理する領収証書等を発行するこ

と。 

イ 指定管理者は、領収証書等に書損が発生したときは、当該領収証書等が書損であ

る旨表示した上で保管し、領収証書等に欠番が生じないよう管理すること。 

ウ 指定管理者は、領収証書を受払簿により管理し、領収証書等の発行数及び残数並

びに現金収納額について、現金収納取扱者とは異なる管理職員（以下「監督者」と

いう。）が確認を行うものとすること。 

（３）現金収納実績の管理に関する事項 
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ア 指定管理者は、日計明細書により利用状況と現金収納額の管理を行い、日計明細

書には、収納額の明細（利用単価ごとの利用者数や、滞納整理の対象となる期間及

び利用実績、訪問収納員ごとの収納実績等）を整理し、監督者が他の収入関係書類

との照合を行うものとすること。 

イ 指定管理者は、日計明細書を収入日順に整理し保管すること。 

ウ 指定管理者は、月間の利用者数及び現金収納額をまとめた月間利用記録を整備

すること。 

エ 指定管理者は、収入関係書類を年度ごとに取りまとめ、当該年度終了後から５年

間（インボイスの写し等は、消費税法施行令の規定に基づく期間）保存し、当該契

約が終了した場合においても、定められた期間は書類を保管するものとすること。 

（４）現金等の管理に関する事項 

ア 指定管理者は、収納した現金を勤務時間中は手提金庫等の堅固な容器に保管す

るものとすること。 

イ 指定管理者は、原則として収納した現金を当日又は翌営業日に金融機関に払い

込むものとすること。 

ウ 指定管理者は、金融機関への払込みの際に、複数の職員により、現金と収入関係

書類とを照合するものとすること。 

エ 指定管理者は、夜間、休日等に現金を保管するときは、据付金庫又は金融機関の

夜間金庫等に確実に保管するものとすること。 

オ 指定管理者は、勤務時間外にあっては、領収証書、領収印、収入関係書類等を鍵

の掛かるロッカー等に適切に保管するものとすること。 

カ 指定管理者は、収入未済金、返戻金等についても記録を整理し、監督者が確認を

行うものとすること。 

（５）報告等に関する事項 

ア 指定管理者は、毎月の利用状況及び利用料等の収納状況をまとめ、市に報告する

ものとすること。 

イ 市は、現金取扱い事務について、指定管理者に説明若しくは収入関係書類の提示

を求め、又は立ち入り検査を実施することができるものとする。 

ウ 指定管理者は、現金取扱い事務に係る実施体制等に関して、市の示す基準が守ら

れているか定期的に検査するものとすること。 

エ 市は、指定管理者の現金取扱い事務に不適切な事項があると認めたときは、改善

の指示を行うものとする。 

オ 指定管理者は、市の調査依頼及び改善の指示等に対して誠実に対応するものと

すること。 

カ 指定管理者は、契約期間終了後においても、指定期間中の現金取扱い事務につい

て、市が説明等を求めたときは、誠実に対応するものとすること。 

（６）指定管理者が作成する書類に関する事項 

   指定管理者は次に掲げる書類を作成し、市に提出するものとすること。 
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ア 現金取扱い事務に係る現金や書類等の流れを整理したフロー図 

イ 領収証書、受払簿、日報、月報、領収印の印影、その他記録用紙、報告様式 

 

６ 行政財産目的外使用 

自動販売機等を設置する場合は、条例で定めている業務以外で使用する行政財産目

的外使用に当たるため、市に行政財産目的外使用申請書を提出し、許可を受けなけれ

ばならない。 

 

７ 施設利用料金について 

  セルプ楽間の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）については、設置管理条

例に定める額とする。なお、利用料金は、指定管理者の収入とする。 

 

８ 管理経費 

  本施設は利用料金制を採用するので、管理業務に要する経費は、指定管理者の利用料

金収入で賄うこととする。管理業務に係る経費を超える利用料金収入が見込まれる場

合は、利用料金収入のうち、市と指定管理者との協議において決定する額を市に納付す

るものとする。ただし、指定期間中の利用料金収入、本業務の実施状況、本業務に係る

指定管理者の収支状況等を勘案し、当該上回る額が過大でないと認められるときは、こ

の限りではありません。 

 

９ 指定期間 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 

 

１０ 協定の締結 

  市と指定管理者は、業務を実施するうえで必要となる詳細事項について、募集の際に

市が示した協定書案を基本とした協議を行い、これにより基本協定及び年度協定を締

結する。 

 

１１ 事業の記録、報告、指導等 

管理業務の実施に当たっては、指定管理者が、①あらかじめ施設の設置目的に即した

成果目標を立て、②基本協定書等に則った管理運営を行い、③日々の状況の記録や利用

者等へのアンケート調査等により、管理業務の実施状況を把握するとともに自己評価

を行い、④自己評価に基づく改善計画の策定及び実行による、ＰＤＣＡサイクルによる

ことを基本とします。 

指定管理者は、協定書及びモニタリング要領に基づいて、適切に事業の記録、報告を

行うものとします。市はこれらに基づいて事業内容の評価を行い、指定管理者の業務実

施が、市が示した条件を満たしていない場合には、必要に応じて指定管理者に業務の改

善を指導し、若しくは勧告し、又は指定の取消し等を行うことがあります。 
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また、施設の管理業務の継続が困難となる恐れが生じた場合は、指定管理者は、速や

かに市に報告するものとし、この場合、市は、必要に応じて上記と同様の措置を行うも

のとします。 

【指定管理者が行う報告業務】 

（１）事業計画書 

・各年の施設の管理方針、利用者数や利用料金収入等の見込み、管理経費に係る収支

計画等を取りまとめ、市が指定する期日までに提出すること。 

（２）事業報告書 

  ・各年の業務実施状況、利用状況の実績、収支決算、業務に係る自己評価及び改善計

画等を取りまとめ、毎年度終了後６０日以内に市へ提出すること。 

（３）月例報告 

  ・各月の施設の利用実績、利用料金の収納状況等を取りまとめ、翌月１０日までに市

に報告すること。 

（４）随時報告 

  ・事故等のトラブルが発生した場合には、速やかに事案の概要を報告すること。 

・市から報告等の提出及び立入検査等の実施について依頼があったときは、誠実に 

協力すること。 

 

１２ 備品等の取扱い及び修繕等の実施について 

（１）備品等の廃棄手続き 

   指定管理者は、協定書に定める備品等について、経年劣化その他の理由により継続

して使用することが適当でないと判断したときは、随時その旨を市に報告し、当該備

品等の状態の確認を受けた上で廃棄処分する。 

（２）備品等の購入又は調達 

  ア 指定管理者は、基本協定書に定めるところにより備品等を購入又は調達したと

きは、その都度購入備品等の一覧を作成し、市に報告する。 

 イ 市は、アの報告書の内容を確認し、市の所有する備品等として整理する。 

  ウ 備品等の一覧に掲載されていない物品であって、施設に付随する物品について

は、市と指定管理者で協議の上、備品等の一覧に追加し、イの手続きを行うものと

する。 

（３）修繕等 

   施設、設備等の修繕については、１件につき税込１３０万円までのものは指定管理

者の負担で行い、１件につき税込１３０万円を超えるものは、市と指定管理者の協議

によるものとする。 

 ア 指定管理者は、協定書に定めるところにより修繕を行ったときは、修繕終了後に

修繕の一覧を作成し、市に報告する。ただし、安全管理、利便性等の観点から、市、

利用者又は近隣住民等に影響が出ることが想定される修繕を行う場合には、事前

に市と協議するものとする。 
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 イ 市は、アの報告書の内容を確認し、修繕の実施により所有権が発生する財産等が

生じたときは、その所有権を市に帰属するものとして整理する。 

ウ 指定管理者は、現状を変更する工事等を実施又は工作物等を設置する場合には、

事前に市の承認を得なければならない。その際に当該工事等により生じる財産等

の所有権の帰属及び原状回復義務について確認を行うものとする。 

 

１３ 業務の引継ぎ 

  指定期間終了又は指定取消しにより、次期指定管理者に業務を引き継ぐ際は、円滑な

引継ぎに協力するとともに、必要なデータを提出すること。なお、引継ぎにかかる経費

については、指定管理者の負担とする。 

また、指定期間の終了までに、指定期間の開始日を基準として管理物件を原状に回復

するものとする。なお、市が認めた場合にはその限りでない。 

 

１４ 留意事項 

業務を実施するに当たっては、次の各項目に留意して円滑に実施することとする。 

（１）公の施設であることを念頭において、公平な運営を行うこと。 

（２）公の施設の管理者として、環境を阻害するものに対しては、適切に対応し、近隣

住民と協議すること。 

（３）市との連携を図った運営を行うこと。 

（４）指定管理者が施設の運営管理に係る各種規程・要綱等を作成する場合は、市と協

議を行うこと。 

（５）この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理に関して必

要な事項は、市と協議し決定すること。 

 

別表 責任分担表 

種 類 内 容 市 
指定 

管理者 

物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増加  ○ 

金利変動 金利変動に伴う資金調達費用その他経費の増加  ○ 

周辺住民対応 
指定管理業務の内容に対する苦情・要望  ○ 

上記以外の苦情・要望 ○  

法令変更 
施設の管理運営に影響を及ぼす法令変更 ○  

上記以外の法令変更  ○ 

税制変更 
一般的な税制変更  ○ 

施設の管理運営に影響を及ぼす税制変更 ○  

行政的理由によ

る事業内容変更 

行政側の事情により、業務の内容に変更が生じ

た場合の経費の増加 
○  
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不可抗力 
天変地異又はいずれの責めに帰すことのできな

い事由による経費の増加 
協議事項 

書類の誤り 
市作成書類の誤りによる経費の増加 ○  

指定管理者作成書類の誤りによる経費の増加  ○ 

支払遅延 
市からの遅延が原因 ○  

指定管理者から委託業者への遅延が原因  ○ 

施設・附属設備

等の損傷 

指定管理者に帰責事由があるもの  ○ 

上記以外で経年劣化、第三者の行為で相手側が

特定できない小規模（１３０万円以下）なもの 
 ○ 

上記で小規模を超えるもの 協議事項 

施設利用者への

賠償 

指定管理者の責めに帰すべき事由により、施設

利用者に損害を与えた場合の賠償 
 ○ 

第三者への賠償 
不適切な施設運営・維持管理により第三者に損

害を与えた場合の賠償 
 ○ 

警備の不備 
警備の不備による情報漏洩又は犯罪等による費

用の発生 
 ○ 

事業終了時の費

用 

期間終了時または期間中に業務を廃止した場合

における撤収費用 
 ○ 

保険加入 

火災保険 ○  

施設賠償責任保険（建物内の事故） 

・人身 ２０億円以上／事故、２億円以上／人 

・財物 ２千万円以上／事故 

（保険金額は、施設の特性に応じて設定する。） 

 ○ 

※上記に当てはまらない場合や複合的な要因による場合、特段の事情がある場合には、市

と指定管理者の協議により分担を決めるものとする。 

【リース物件】 

〇下記の年間リースを引継ぐこととする。 

ＦＡＸ機能及びプリンター機能付複写機 １台 

 


